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Ĉ 中 「施行令第２条の６第１項第１号に規定する事務代行先 」 の 次 に 「（以下Êまでにおいて「事務

代行先」という。） 」 を 加 え 、「同号に規定する 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ３ Ĉ を 同 表 の 備 考 ３ D̂ と し 、 同

表 の 備 考 ３ D̂ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

Ê 「異動事項」の「賃金の支払者」及び「事務代行先」の「個人番号又は法人番号」又は「法

人番号」の欄の記載の要領は、次による。

Ë １\に掲げる場合に該当して提出されたときは、同欄の「異動後」の項に、この申告書

を受理した他の勤務先の長及び事務代行先の長が、当該他の勤務先に係る法第４条の２第

１項に規定する同法第２条第２号に規定する賃金の支払者（以下この表において「賃金の

支払者」という。）の個人番号若しくは法人番号又は当該事務代行先に係る事務代行団体の

法人番号を、それぞれ付記すること。

ô １]に掲げる場合に該当して提出されたときは、同欄の「移管後」の項に、この申告書

を受理した勤務先の長及び事務代行先の長が、当該勤務先に係る賃金の支払者の個人番号

若しくは法人番号又は当該事務代行先に係る事務代行団体の法人番号を、それぞれ付記す

ること。

別 表 第 三 b の 表 の 備 考 ３ e を 同 表 の 備 考 ３ Ĉ と し 、 同 表 の 備 考 ３ d の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

e 「異動事項」の「受入機関の営業所等」の「法人番号」の欄の記載の要領は、次による。

Ë １\に掲げる場合に該当して提出されたときは、同欄の「異動後」の項に、この申告書

を受理した他の金融機関の営業所等の長が、当該他の金融機関の営業所等に係る金融機関

等（施行令第２条の５第１項に定める者をいう。以下この表において「金融機関等」とい

う。）の行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第

15項に規定する法人番号（以下この表において「法人番号」という。）を付記すること。

ô １]に掲げる場合に該当して提出されたときは、同欄の「移管後」の項に、この申告書

を受理した一般の金融機関の営業所等の長が、当該一般の金融機関の営業所等に係る金融

機関等の法人番号を付記すること。

別 表 第 三 b の 表 の 備 考 ４ ] 中「３D̂まで」 を「３F̂まで」 に 、「３e中」 を「３Ĉ中」 に 、「３Ĉ中」

を「３D̂中」 に 、「３D̂中」 を「３ÊË中「法第４条の２第１項」とあるのは「法第４条の３第１項」

と、「同法第２条第２号」とあるのは「前条第１項」と、３F̂中」 に 改 め る 。

™
˜


		2014-07-08T15:05:29+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




